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現代社会学部公開講座

世界 とつながる私たち

女性差別撤廃条約 とNGO

　2004年 は女性差別撤廃条約採択25周 年を迎 える記念すべ き年で した。 この記念すべ き年 を迎

えた現代 日本 のジェ ンダー状況は、た とえばジェ ンダー ・エ ンパワーメ ン ト指数38位(2004年)

の指標 にも示 されるように、 まだ まだけっ して楽観で きる ものではあ りません。 しか し、一方

では、 この条約 をて こに状況 は現在 まさに変 わ りつつあ ります。

　本公開講座では、 このような日本のジェンダー状況の 「今」を捉 えるべ く、 この条約 とNGO

のかかわ りに注 目し、2003年 の国連女性差別撤廃委員会(CEDAW)にNGO代 表 として参加 さ

れた田中恭子 さんと、 国連女性開発基金で職員 として働 いたのち海外 における女性 ネ ッ トワー

クの活動ぶ りに接 してこられた三輪敦子さん に講演 をお願い しました。当 日は、本学 の南野助

教授 による概論 に続 き、田中さんには、 日本のNGOの 国際 レベ ルでの活動 の具体的な様子を、

三輪 さんには、現在国境 を越えて広が りつつある女性 の動 きを中心にそれぞれお話 いただ きま

した。

十

　　　　　　　　　　公開講座プログラム

●開催 日時　　2004年9月26日(日)13:30～16:15

●場　　　所　　京都女子大学J校 舎525教室

●講　　　演　　南野佳代(本 学助教授)

　　　　　　　　　 「日本における女性の権利と条約のあゆみ」

　　　　　　　　 田中恭子(国 際女性の地位協会理事、日本女性差別撤

　　　　　　　　　　　　　 廃条約NGOネ ットワーク世話人)

　　　　　　　　　 「条約をくらしの中で活かすために

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国内のネットワークを国連へ」

　　　　　　　　三輪敦子(ユ ニフェム(国 連女性開発基金)大 阪代表)

　　　　　　　　　 「条約を 『活用する』世界の女性たち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際的なネットワークを力に」

●質疑応答、討論　　司会:澤 敬子(本 学講師)
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1.公 開講座 「世界 とつ ながる私 た ち」 を終えて

澤　　敬 子

　 本報告は、2004年9月 の京都女子大学現代

社会学部公開講座での3名 の講演 を、各発表

者それぞれにまとめていただいた ものである。

公開講座当 日は、9月 末の まだ暑いなかを、

坂の上の本校 まで、市民の方 々をふ くむ熱心

な参加者に多数ご参加 いただ き、人々の問題

への興味をうかが わせ るに十分 なものであっ

た。

　講演は、いずれ も女性の権利条約 の実効化

という論点 を持つ もので、南野 さんには権利

条約の形成 ・批准の歴史 と現在の制度 を中心

にお話いただいたあと、「国際女性の地位協会」

の理事 であ り 「日本女性 差別撤廃条約NGO

ネッ トワーク σNNC)」 の世話人である田中

恭子 さんに、2003年7月 ニュー ヨーク国連本

部で開催 され た第29期 女性 差別撤廃 委員会

(CEDAW)に よる 日本の報告書審議 に向けて、

同ネッ トワークが行 ったロビイ ング他 の諸活

動 についてお話いただいた。 また、ユ ニフェ

ム(国 連女性開発基金)大 阪代表であ り現在

は世界人権問題研究所研究員で もある三輪敦

子 さんには、世界の女性 たちによる条約の活

用が具体的にどの ように行われているかを、

ユニフェムにかかわる ものだけでな くさまざ

まな国における女性 たちの活動 をご紹介いた

だきなが らお話いただいた。女性 の権利に関

するNGOの 現場にお られる報告者 らのお話は、

きわめて盛 りだ くさんかつ経験 に基いた印象

深い内容の もので、具体 的なエ ピソー ドの な

かに学問的に も興 味深い点が多 々含 まれてい

るものであった。

　企画担 当者である南野 ・澤は、報告者 らと、

前年 よ り講演の内容 について検討を繰 り返 し

て きた。2003年 夏のCEDAWに 対す るJNNC

のロビイング活動 とその結果の 目覚 しさは、

女性差別撤廃条約 の国内状況 を大 きく変革 し

うる可能性 を持つ ものであ り、国際法の国内

化の法過程 とい う観点か らも、ぜ ひ田中さん

のお話 をうかがいたい とお願い した。 また、

同 じく条約の具体化、実効化の現状 と課題 を、

世界 レベ ルの問題 と してお話いただける方 と

して、三輪 さんに もお願 い した。お二方 には、

「条約 の実効 化」 とい う論点 につ いてだけで

な く、 とりわけ参加者のなかで多数 を占め る

学生たちが 「自分たち自身 と直接 にかかわる

問題」 として捉 え、 日々の実践のなかでの小

さな行動 との結びつ きを考え られるように、

具体的で身近 な話 として講演 していただいた

つ もりである。

　 南野 さんに続 く二人 目の講演者 であ る田中

さんの 報告 は、NYの 国連 ビル で行 わ れ る

CEDAW傍 聴 の入場パス取得 のために、炎天

下を2時 間並ぶ人々の描写か ら始 まる。企業

で働 く田中さんたちが、 わざわ ざ休暇 を取 っ

てNYへ 向か うところか ら、 そ こに見 られる

静かで身軽 なが ら情熱を持 った取 り組み に、

私たちは魅了 される。 また、お話か らは、会

期中のあ らゆる機会を生かせるよう、NGOの

人々が情報 を互 いに伝 え合いなが ら臨機応変

に活動す る様子が生 き生 きと伝 わって くる。

特に、JNNCが 独 自で主催 したランチタイム ・

ブ リー フィング、CEDAWの 委員それぞれの

関心分野 につ いての情報収集、今後 の必要資

料 につ いてのメンバー内の伝達。会期の前半
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に来て帰 らなければな らないNGOメ ンバーが、

後半 に来るメンバ ーに必要 な情報や資料 を伝

え、それを もとに後半の活動 をして もらう。

メールを駆使 した有機的な活動 によって、 ま

た 日本に留 まっていたメ ンバー と審議 に参加

した56名 の メンバーの連携 によって、 より大

きな取 り組みがなされてい く様子が具体的に

目に見えるようであった。

　 このように、2002年 後半に結成 され45団 体

か らな るJNNCは 、今 回、あ らゆる機会 を活

か してインフルエ ンス活動 を行 ったが、 とり

わけ印象的な点は、NGOの カウンター レポー

トが政府 レポー トといかに異 なる情報を伝 え

ているか、 とい う点である。それも、政府 レ

ポー トが まった く触れていなかったマイノリ

ティ女性の問題の存在、一般職 ・総合職 とい

う名称で男女の雇用差別が行 われている実態、

非嫡 出子の問題な ど、政府 の報告書 には載せ

られてい ない ことにつ いて、NGOが ブリー

フィングにおいて直接伝 えている。他 に も、

委員会か ら日本政府にあてられた質問に対 し

て、NGOの 回答 をまとめて内閣府の男女共同

参画局長の ところへ届 けた り、省庁への質問

を出 した り、他の国で は行 われていない取 り

組 み も試みてい る。

　以上のように、 田中 さんの報告 は、直接の

経験者であるか らこそ伝 えられる、NGOに よ

るロビイ ング活動の具体的な部分 を、その臨

場感 とともにあます ところな く伝えて くれ る

ものであると同時 に、それ を行 っている人々

や審議 にかかわる委員 たちの姿勢や生 き方 ま

で をも髪髭 とさせ るものであ り、その意味で

もきわめて貴重な ものとなっている。

　三輪 さんの報告は、今度は視点を世界に向

け、 田中 さんの報告 にあったような女性 の取
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り組みが、実は現在、世界 のさまざまな国や

地域において まさに行われつつあるものであ

ることを、その歴史的経緯 とともに伝 えて く

れ る。人権や権利 という概念が、具体的、実

質的に途上国の女性の状況 を変 えるものであ

るまでには、ユニフェムの取 り組みの歴史に

もあるように長い試行錯誤が必要だったので

あるが、90年 代以 降、たんに経済的状況を一

時的によ くす るだけではな く、女性 の声 を反

映 させる仕組みを作 り出す ことの重要性、人

権 としての開発、権利や条約を具体的 な状況

改善のための よりどころとすることの重要性

が よ り強 く認識 され、その動 きが世界で生 ま

れている。

　 三輪 さんのあげる具体例 は途上国の ものが

多 いが、CEDAWな どの国際的な場 に向かっ

て現状にお ける課題 と権利の具体的実現を女

性差別撤廃条約 をて こに訴えかけてい く、 と

い う点で、 田中 さんのお話でのJNNCの 取 り

組み と同様 である。JNNCの 取 り組みが、条

約 を 「活用す る」世界の女性たちの活動の一

環 とも言えるものであ り、両者が互いに力 を

与 え合 うこ とができるこ と、そ して実際にそ

れぞれの活動が互いに知識やサポー トを与え

合 っていることが、明 らかになるのである。

　 ジェンダーの問題 は、権力 をどのように分

配するか という問題であ り、 きわめて政治的

な課題である。 しか し、同時 にすべての人々

が こまごまとした 日々の暮 らしの中でかかわ

るきわめて 日常的な問題で もある。 日常的な

事柄が権力 に関わることであること、 これは

当然の ことであ りなが ら 「非常事態以外はで

きれば避けて通 りたい」 とされてきたことで

もあるか もしれない。その ような事柄 をただ

遠 ざけて暮 らすのではな く、極めて日常的な
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実践のひとつ としてNGO等 に参加 し状況を変

革 してい く、その具体的なあ り方を見聞 きす

ることができ、その活動の射程 と意義の大 き

さをあ らためて教え られる二報告 であった。

企画者 らの意図であった、条約の実効化過程、

国際条約 の法過程の具体的様態を知 るという

範囲 をはるか に超 え、世界 と繋が ることでダ

イナ ミックに変化 しつつあ る女性の権利 の現

況 を、余す ところな く伝 えていただける結果

となった と思 う。

Ⅱ.日 本にお ける女性 の権 利 と条約 のあゆみ

南 野 佳 代

　私に与 えられた課題は、女性差別撤廃条約

までの歴史的背景 と、 なぜ女性 の人権 の実現

が重要 な問題であるのかについて、概括する

ことである。

1.女 性 と人権

　 人権 とはすべ ての人が生 まれ なが らにして

もっている、譲 り渡す ことので きない権利で

ある といわれてい る。 だとすれば、 当然に女

性 も人権 をもっているはず であって、 ことさ

らに女性 との関連で人権 を考 える必要は どこ

にあるのだろ うか。 まずは人権 の歴史 をみて

みよう。

　 (1)「 人」 とは誰のことか

　人権宣言 と女性

　 フラ ンス人権 宣言(1789)に 代 表 される

「人権宣言」 は、近代市民革命 における輝か

しい成果であ り、 「すべての人/市 民」の権

利の宣言であるとされて きた。 しか し、宣言

後 にそれを受けて創 られたはずの政府 ・制度

は、男性市民(ブ ルジョア男性)の みが人権

をもつ ということを明 らかに したのである。

革命を ともに闘ったはずの、女性 は人権 を も

たなか ったのであ る。(排 除され たの はマ イ

ノリティ=女 性、貧困層男女、外 国籍男女 な

どであ った。)

　 「人」の基準 としての男性

　 つ ま り、 人権 宣言 のい う 「人(お よび市

民)」 とは、人 間の うち、男性の市民(階 層

ではブルジ ョア)を 意味 したのである。近代

国家 は男性市民が公的領域 に参加す る主体で

あることを暗黙の前提 として、形成 されて き

たのである。他方で、家 内領域 とい う依存者

のケアをす る領域 を分離 して成立 させ、その

領域 を女性の居場所 として きた。その結果、

「人」の活動や問題についての公 的取 り決め

であ る法律 は男性市民が男性市民の利益 のた

めに男性市民 を規律す る取 り決め となってい

た。女性たちは、 このような状況の中で、莫

大な努力 をして少 しずつ権利 を獲得 して きた。

　 (2)女 性 の視点か ら 「人権」 を考 える

　現代 においても、一見性別 に関係 ない制 度

や法律の条文であって も、それが現実 にどの

ように人び との生活や行動 に影響 を与えてい

るか、 また行政や司法に よって どのように運

用 ・解釈 されているか をみれば、実 は男性が

基準 になっていることが、女性 の視点(ジ ェ

ンダーの視点)を とる研究や運動 によって明

らか にされて きている。

　基準 の 「例外」 としての女性

　男性が 「人」の実質的基準 になっている限
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りで、法律や諸制度は、女性 に 「人 として」

の保護や便益 をうま く付与することが困難に

なるのは当然 である。 なぜ な ら、同 じものを

同 じように扱 うことが正 しい とすれば、基準

と同 じでない部分を もつ存在 は基準 を満た し

ていない として最初か ら排 除されるか、特別

扱 い として恩恵的に処遇 されることになるか

らである。男性が基準である限 り、女性 は同

じ権利 を行使 で きないか、(基 準 よ り劣 って

いるのでかわいそ うだか ら)特 別に優遇 して

やる対象 となる。

　すべての人が等 しく尊重 されるために

　 この ような問題 は、現在 までに、女性 の視

点か ら一見 中立的に見える制度や法律 を検討

してい く作業に よつて明 らかになつて きた。

また、女性の視点 は、基準外 として排 除され

て きた人びと(非 市民=貧 困層、外 国籍、障

害者、子 ども、老人)の 視点か ら現状 を問い

直す ことともつ ながっている。女性 の視点か

ら考え、問題 を提起 し、改善 してい くことは、

すべての人が 自分 らしく生 きることがで きる

社会 を実現することにつ ながる。

2.日 本における女性の人権

　 次に、 日本女性 の人権の歴 史をみてお こう。

近代 国家は まず男性市民の人権 を保障する法

制度を整 えたことは先 に述べ た。 日本の近代

化について、 ここでは明治期の 「西欧近代 国

家の仲間入 り」 を目指す法整備に注 目する。

　 (1)近 代化 と女性の人権

　 「近代 国家」 としての法整備 と家族

　近代国家の体裁 を整えるため、明治政府 は

各種の法律 を西欧諸国か ら学 びとる形 で整備

した。西欧社会が女性 の人権 を考慮 していな
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かった ことか らわか るように、明治の日本で

女性 の人権が取 り上げ られる ことは困難で

あった。た とえば、明治憲法は選挙権 を成人

男性の一定額以上納税者 に与えた。 もちろん、

明治憲法 は欽定憲法であ り、臣民の権利 は法

律 によってどのようにで も制 限することがで

きたのであ り、現在 のわた したちが当然 と考

えるような人権保障はなかった ことはいうま

で もない。

　 また、明治民法の親族編 は、いわゆる 「家

制度」 を法的に創設 した ものである。ここで、

い くつか例 を挙げてみ ると、女性 は家督 を相

続 して戸主 とな るこ とは原則 としてで きな

か ったこと。結婚に よって女性 は法的には無

能力者 とな り、 自己の財産を自分で管理する

ことがで きず、夫が管理す ること。妻 には夫

に対 して同居 ・貞操義務が課せ られたこと。

離婚原因は妻の姦通の事実、夫の姦淫罪(既

婚女性 に対す る性交渉)で の処罰であつたこ

と。子 どもは家=戸 主=男 性 に属するので仮

に離婚すれば、母親 は親権者にはなれなかっ

た こと、な どが ある。 「家制 度」 は明確 に男

性 による妻、家族への支配が基礎 にある法的

家族制度であったといえる。 この家制度を行

政事務上、記録 した ものが戸籍である。戸主

と家族がひ とつの戸籍 に記載 され、戸主 との

関係に よって個人の身分が記入 される。戦後

の改革を経た現行の制度 において も、戸籍簿

には筆頭者が一名お り、筆頭者 との関係 にお

いて家族の身分(続 柄)が 記載 されている。

　 「伝統的家族」 と女性

　 この ような家制度をとった 「伝統的家族」

は、明治以前の近世 には、身分制 を前提 とし

て はいたが、一部の女性 には認め られていた
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地位 を奪 うものでもあつた。(た とえば、妻の

持参 した財産 を、夫は勝手に処分で きないな

ど。)ま た、家族 国家観 に もみ られるような

家長 と家族員の情緒的関係は、近代家族的な

ものである。戸主の強い権力の もとにあった

とはいえ、家族員 と家長 との関係 を法的に定

めるということ自体が、従来の(い わゆる前

近代的)道 徳に よる関係づけか らは、優 れて

近代 的関係づけである。要す るに、 「伝統 的

家族」 は、近代化過程 において現 れてきた一

種 の近代家族 であって、歴史の中で一定の社

会条件 の下で成立 したものに過 ぎない。絶対

で もなければ、(日 本的特徴 はある として も)

日本 固有で もな く、不変で もないのである。

　 (2)日 本国憲法 と女性の人権

　 日本国民 としての女性 の権利 と家族

　 敗戦 によつて 日本 は日本国憲法制定 を初め

とする 「民主化改革」 を経験 した。 日本国憲

法 は、 日本国民すべてに基本的人権 を保障 し、

フランス人権宣言か ら160年 を経て、女性 も国

民 として人権 を保障 されることになった。女

性の人権 とい う観点か らは、 日本国憲法にお

いては、法の下の平等 を定めた14条 と、婚姻

生活における両性の本質的平等 を謳 った24条

が とくに注 目され る。24条 は、個 人間の しか

も家族生活における関係に踏み込んで規定 し

ている点で、近代憲法の枠か ら一歩前進 して

いる もの と考え られる。 これ は、明治憲法 ・

民法の もとでの女性の法的地位の低 さ、女性

がおかれた厳 しい現実 をなんとか改善 したい

という、 日本で少女期 を過 ご した進駐軍付の

女性通訳の願いか ら生 まれた条文 である。国

際的なつなが りに よって、わた したち 日本女

性 の法的地位の改善がな されたのである。
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3.国 際社会 と日本女性 の人権

　 日本国憲法に よって、家制度は法的には廃

止 され、多 くの不平等な法律は改正 されたが、

まだまだ改正 されるべ き法律 や、新 し く創 ら

れるべ き法律 ・制度があることは確 かであ る。

また、女性の人権が実現 されているか という

問 には、残念なが らにっこ り笑 って うなずけ

る状 況ではない。 日本 国憲法 による改革以降、

日本における女性の地位 を改善するため に、

国際条約が大 きな役割 を担 ってきた。

　　(1)国 際連合 と女性 の人権

　 世界平和 と人権

　 国際連合は、第二次世界大戦の惨禍 を目の

当た りにして、国際平和構築 を目指 して創設

された機関であ る。その活動の重要 な部分 を

占めているのが、各種人権宣言や条約に見 ら

れる、国際的な人権の拡充 ・保障の試みであ

る。それは、平和 の実現 のためには、先進 国

と発展途上 国との格差解消 と、全世界 の人び

とが、不 当な抑圧や差別 をうけない ことが必

要 であ るとい う確信か らなされて きた。女性

の人権 は、論理 的には女性は人類の半分(現

実 には半数以上)を 占め るに もかかわ らず、

侵害 されてきた とい う認識に立 ち、女性の人

権 を保 障す ることが平和の実現 には不可欠で

あ るとして、国連は積極的に女性の人権実現

のために活動 して きた。世界 人権宣言 はあ ら

ゆる差別の撤廃 を求め、宣言に法的効力 をも

たせる国際人権規約(1966年 採択)で は、女

性差別 を3条 で個別に取 り上 げて禁止 してい

る。女性の権利実現 は国際的な約束 であ り、

国内問題 とい ういいわけはで きない。

　 (2)女 性差別撤廃条約 までのあゆみ

　女性の地位委員会

　 国連 は、女性の権利実現のためには特別の
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助言が必要であると考 え、1946年 、経済社会

理事会の もとに、人権委員会 と対等 な委員会

と して女性 の地位委員会 を設置 した。 この委

員会が リー ドして、女性の人権 に関する宣言

や条約の採択 を実現 して きた。「女性の参政

権 に関する条約」(1952)、 「既婚女性の国籍

に関する条約」(1957)、 「婚姻 の合意、最低

年齢、婚姻の登録 に関す る条約」(1962)、 「女

性差別撤廃宣言」(1967)な どを採択ののち、

それで も改善 されない差別 に取 り組むため、

1975年 を 「国際女性年」 とし、1985年 までの

10年 間を 「国連女性の10年 」 として女性の人

権 についての啓発活動な どを行 った。

　女性差別撤廃条約の採択 と日本の批准

　女性 の地位委 員会 が8年 か けて起 草 した

「女性差別撤廃条約」は、1979年 に採択 された。

日本は1980年 に署名 し、国内法 の改正(国 籍

法 ・法例の国籍父系主義 を父母 いずれか に)、

立法(男 女雇用機会均等法)、 行政の運用改

善(学 習指導要領の家庭科男女共修化)を 経

て、1985年 に批准 した。(72番 目)条 約の前文

は、男女が固定的な役割 をもつのではな く、

男女 とも、 自分 らしく、仕事 に も家庭 にもか

かわって、個性 を発揮 して生 きてい くことを

目標 として明示 している。条約の画期的 とさ

れる ところは、個人間の関係 にも踏み込んで、

「個人、団体、企業」による差別を禁止 し(2条

e)、 差別的 「慣習、慣行」 を修正 ・撤廃す

る措置 を求めた(同f)こ とである。 また、

実際 に男女格差がある場合 はその是正のため

に、暫定的に女性 を優 遇 してもよいことが規

定 されている(4条)。

　 (3)女 性差別撤廃条約 とわた したち

　女性差別撤廃条約の精神 を実現す るため に
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　各 国の実行 を確保するために、条約 は、国

内での実施状況 を報告す ることを義務づ けて

いる。報告 は女性差別撤廃委員会で審議 され、

コメン トが付 され る。 日本政府 はこれ までに

3回 審議 をうけ、 コメ ン トの一部は制度化 さ

れて きた。昨年(2003年)は 第3回 の審議が

ニューヨークで行われた。 ここに、NGOと い

う民間の 「普通の女性」 たちが参加 した。 ど

の ように活動 し、 どのような成果があったか、

また、 日本や途上国の女性た ちは、 どの よう

に条約 を活用 して きたか、それが今のわた し

たち、 日本だけでな く世界の女性たちの置か

れた状況 をよくすることにどの ように役立つ

かについてが、田中恭子 さん と三輪敦子 さん

の講演のテーマである。
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Ⅲ.「条約 を くらしの中で活 かすために　　国内のネッ トワークを国連へ」

　　　　　　　　 国際女性の地位協会理事 ・日本女性差別撤廃条約NGOネ ッ トワーク世話人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田 中恭 子

〈 は じめに 〉

　 国際 女性 の 地位 協 会 は、 国連 の女 性 差 別撤

廃 条約(公 定訳:女 子 に対す るあ らゆ る形 態

の差 別の撤廃 に関す る条約、 以下 「条約」)の

研究 と普及 を通 じて 、女 性 の地 位 向上 をめ ざ

すNGO(Non-Governmental　 Organization=

民 間団体)で 、 条 約 に 関す る シ ンポ ジ ウムや

セ ミナ ー の開催 や 出版 物 の編 集 や発 行 に よ り、

国 連 の 女性 差 別撤 廃 委員 会(Committee　 on

the　Elimination　 on　Discrimination　 against

Women=CEDAW、 以 下 「委員 会 」)の 活 動

を紹 介 した り、 日本 政 府 の条 約実 施 状 況 をモ

ニ ターす るな どの活 動 を して い る。

　 2003年7月 、 ニ ュー ヨー ク国連 本 部 で開催

され た 第29会 期 委員 会 にお い て、 日本 の条約

実施状 況 が審 議 された。 この 審議 に向 けて、

国際女性 の地位協 会 な どが 中心 に なつてNGO

の ネ ッ トワー ク、 日本 女性 差 別撤廃 条 約NGO

ネ ッ トワ ー ク　 (Japan　 NGO　 Network　 for

CEDAW、 以 下 「JNNC」)を 結 成 して、 ロ ビー

イ ングや会 議 の傍 聴 な どの 活動 を展 開 した。

ここでは,JNNCの 活動 とその成 果 を報告 す る。

1.ド キュメンタ リー ビデオ

「CEDAW2003と 日本の女性 たち」

　 まず、7月8日 の女性差別撤廃委員会での

日本 レポー ト審議のためにニュー ヨー クに飛

んだ、JNNCの メンバー(16団 体か ら57名)の

活動の様子 をまとめたビデオを上映 した。 ビ

デオでは、条約の研究者や弁護十 な どの専門

家だけでな く、会社 員や学生、主婦 など、多

様 なメンバーが、それぞれの経験や立場 での

問題意識か ら条約 に関心 を持って参加 した様

子 を紹介 した。

2.条 約 との出会 いとNGO活 動への参加

　 この委員会 審議 に向け た準備 や、 ニ ュー

ヨー クでの活動 については後 ほ ど詳 しく報告

する。その前 に、筆者が条約 と出会 い、NGO

で活動 した り、ネ ッ トワークの世話人 として

国連に出かけた りするようになった経緯 を紹

介する。

　大学 を卒業す るまで具体 的に女性差別 を経

験 した とい う感覚がほとん どない まま生活 し

ていた筆者は、条約の採択や、 日本の条約批

准(=国 会で承認 され、条約 を正式 に受 け入

れるこ と)に ついて何 も知 らずに、社会 に出

た。 ところが、就職、そ して、特 に結婚 を経

験す るうちに、世 の中は男性 中心 に作 られて

いる と感 じることが多 くなった。

　例 え ば、結 婚後 、遠 く離 れ た実 家の母 が

時々宅急便 で食品などを送 つて くれた。実際

には、母が送 り、娘である筆者が受け取 って

いたのに、宅急便の伝票 には、送 り主に父の

名前、あて先には夫の名前が書 いてあった。

　実家か ら遠 く離れた地方都市で このような

こ とを日々経験 しなが ら、男女の立場の違い

が心にひっかかっていたころ、国際女性の地

位協会のシンポジウムを聞 く機会があ り、そ

こで条約 に初めて出会った。女性 の権利につ

いて、こんなに具体 的に、多 くの領域 につい

て、それ も国連 とい う公的な場で規定 されて
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いる文書が存在 しているの を知って、非常 に

驚 くと同時 に、救 われた。条約 の条文は小難

しい文章 なのだが、 よく読んでみる と、今 ま

で個人的にもや もや していた思 いに、明快 な

答 えとなるもので、 さっそ く入会 した。1995

年の秋、北京女性会議の直後のことだった。

　 例えば、条約の5条 は、 この条約 の基本 的

な理念 に関わ る重 要 な部分 で、「男 は仕事、

女は家庭」 とい う、性別に よる役割分担 の否

定が規定 されている。家庭 の中や、習慣や文

化 という人々の意識 の深い部分 に根付 いてい

るもの まで踏み込んで、国が男女の定型化 さ

れた役割分担 を修正す ることを求めている。

これが国際的 に合意 された約束であ り、 日本

政府 も批准 している とい うことを知 った時の

感動 は、今で もよく覚えている。夫が家事や

育 児 を手伝 う と、周 囲の人 か ら「え らい わ

ね え。」 と言われ、それに対 して、妻や母親は

手抜 きを しているようで、 どうも、後 ろめた

さや罪悪感 を感 じて しまうことがある。筆者

自身の中にも、固定化 された男女の役割分担

意識があるのだ。で も、 そうい うときには、

この条約 を支えに して考 えた り、行動 した り

す ることに している。

　固定化 された性別役割分担 に関する経験 を

ひとつ紹介す る。ほ とんどの家庭では、夫婦

がいれば夫が世帯主であ り、 さまざまなとこ

ろで世帯 を単位 とした制度があるため に、夫

がその世帯 の主人であるとい う意識 を根付 か

せている。筆者 も結婚 と同時 に、何 も考えず

に、夫 を世帯主 として市役所 に届けた。 しか

し、その後、引越 しを機会 に、夫 と私がそれ

ぞれ別の世帯 を持 って、それぞれが世帯主 と

なるように、役所 で手続 きを した。役所 の窓

口の担当者 は、少 し不思議そ うな表情 だった
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が、希望通 りの手続 きができた。そ して、最

後 に市 につ いての案内小冊子は2部 必要かと、

遠慮が ちに尋ねた。 こち らが、一緒 に見るか

ら1部 で結構だ と答 える と、なぜか、ほっと

したような表情 を見せ ていた ことには、苦笑

した。

　 こんな個人的な問題意識か ら、国際女性の

地位協会 に入った筆者 は、条約の ことを勉強

し、活動 を続けている うちに、研究 ・企画委

員 としてシンポジウムや ワークショップを企

画す るようになった。 また、2000年6月 の国

連特別総会"女 性2000年 会議i"(北 京+5:

北京女性会議か ら5年 後のフ ォローア ップ)

に、会社 を休んで参加 し、NYで ワークショッ

プを開催 した り、今 回報告する、JNNCの 立

ち上げに関わ り、世話人 として、委員会 によ

る日本 レポー ト審議 に参加す る機会を得 るこ

とになつた。

3.日 本女性差別撤廃条約NGOネ ッ トワーク

　 (JNNC)の 結成 と活動

　次 に、 日本女性 差別撤廃条約NGOネ ッ ト

ワーク(JNNC)の 結成の経緯やその活動 に

ついて、NGOの 視点か ら報告す る。

　委員会は、NGOか らの情報提供 を歓迎 し、

締約 国(=条 約 を批准 した加盟国)の 条約実

施状況の報告制度の中には、NGOが 参加する

機会が3つ 設け られている。

　 1つ めは、会期前作業部会でのNGOブ リー

フ ィングである。 レポー トが審議 され る会期

の1つ 前 の会期終了後に、4名 の委員に よる

作業部会が設置される。 この作業部会では、

審議 に向けて、事前に政府に送 るための質問

事項 を策定する。政府 は、この質問事項 に対

す る回答 を審議の前に委員会 に提 出 し、審議
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の冒頭では、実施状況報告 とともに、 この質

問事項へ の回答 も報告するこ とになる。2003

年は、第28会 期の閉会直後の2003年2月3日

にニュー ヨーク国連本部で、会期前作業部会

のNGOブ リーフ ィングが開催 された。

　 2つ めの機会 は、 レポー トが審議 される会

期の、審議直前のNGOブ リー フィングである。

3つ めの機会 として、政府が作成 した国家 レ

ポー トに対 して、NGOの 見解 をまとめたNGO

レポー ト(シ ャ ドー レポー ト、カウンター レ

ポー トとも呼 ばれる)を 作成 して委員に送 る

こともNGOか らの効果的な情報提供 として歓

迎 される。 また、会期前や会期 中に、独 自に

委員にアプローチ して意見表明や情報提供 を

することもできる。

　 日本 は85年6月 に条約 を批准 し、 これ まで

5回 レポー トを提 出 し、3回 の審議 を受けた。

●第1回 の レポー ト審議 は88年2月 、第1次

　 レポー ト(87年3月 提出)が 審議 され、4

　 名のNGO(国 際女性の地位協会3名 、その

　 他1名)が 傍聴 したが、 レポー トは提 出 し

　 なかった。

●第2回 の レポー ト審議iは94年1月 、第2次

　 レポー ト(92年7月 提出)と 第3次 レポー

　 ト(93年10月 提 出)が 審議 され、24名 の

　 NGO(国 際女性の地位協会13名 、その他11

　 名)が 傍聴 し、NGOは 各 団体 が独 自に レ

　 ポー トを10個 提 出 した。

●第3回 のレポー ト審議iは03年7月8日 、第

　 4次 レポー ト(98年7月 提出)と 第5次 レ

　 ポー ト(02年9月 提出)が 審議 された。

　 第3回 レポー ト審議 に向けて、NGOが 参

加できる機会を最大限に活用 し、効果的にロ

ビー活動 をするため、NGOが ネ ッ トワークを

作 って統一行動 を取 ることを計画 した。 とい
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うの も、第2回 レポー ト審議にはNGOが 積極

的 に参加 した ものの、各団体がそれぞれ行動

し、 レポー トを提出 したため、それを受 ける

委員か らは、 日本のNGOと して意見 をまとめ

て届 けてほしい とい う要望が出されたのだっ

た。

　 そ こで、2002年 の後半 に、第3回 日本 レ

ポー トが第29会 期で審議 されることが決 まる

と、 国際女性の地位協会な どが呼びかけて、

2002年12月 にJNNCを 結成 し、活動 を開始 した。

2003年7月 の審議 までに参加 したNGOは45団

体 になった。

　JNNCの 活動 を、 日本政府 や委員会 との関

連でまとめたのが、次ペ ージの図1で ある。

以下 に、JNNCの 主な活動 を説明する。

　 〈図1一 ② 〉作業 部会 に よる会期前 の ブ

リー フィングは、2月3日 に1時 間開催 され

た。対象 となるのは第29会 期 に審議 される8

力国であったため、事前 に各 団体の意見 を調

整 して20分 にまとめた発言原稿 を準備 して、

5団 体 ・13名が国連に出かけた。 ところが、

実際 に参加 したNGOはJNNCの みで、　JNNC

か らの意見表明の後の質疑応答では、委員か

ら多 くの質問が 出され、有効 な情報提供がで

きた。

　 〈図1一 ③ 〉作業部会か ら2月14日 付けで

質問事項が政府 に出され ると、JNNCは 政府

か ら質問事項 を入手 して、いち早 く日本語訳

を作成 した。3月5日 には、会合 を開いて、

質問内容の検討 とNGO回 答作成の分担 を決め、

4月9日 に質問事項に対するNGO回 答 を内閣

府男女共同参画局へ提 出 したく図1一 ④ 〉。

　 〈図1一 ⑤ 〉日本政府 は、4月 中旬に質問

事項 に対す る回答 を委員会 に送付 した。政府

回答 とNGO回 答 を並べて見 ると、同 じ質問に
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対す る回答に も、それぞれの視点の違いがあ

らわれている(『 国際女性 』17号 国際女性 の

地位協会編、2003年 、105ペ ージ)。

　 <図1一 ⑥>JNNCで は、政府の レポー トや

回答の内容 を検討 して、衆参女性議員懇談会

の協力を得て、5月12日 省庁交渉 を行 った。

政府側か らは、内閣府、警察庁、法務省、外

務省、文部科学省、厚生労働 省の6省 庁が参

加 した。後 日、5月19日 に書面でJNNCか ら

各省庁への質問 を内閣府男女共同参画局へ提

出 しく図1一 ⑧ 〉、5月 中に書面で回答を得

た〈図1一 ⑨ 〉が、 回答はこれ までの報告内

容 の繰 り返 しだった。

　一方、国連の委員会に対 して、NGOレ ポー

トは、独 自に14団 体が作成 した もの と一緒に、

一 団体A4で1枚 に要 旨を ま とめたNGOサ マ

リー レポ ー ト(19団 体 が 参 加)をJNNCと し

て 作成 し、作 業 部 会か らの質 問事項 に対 す る

NGO回 答 と一 緒 に、5月16日 に国連 本部 に発

送 したく 図1一 ⑦ 〉。委 員 と事 務 局分 で33部 、

また、 一一部 をスペ イ ン語 に翻 訳 した もの も合

わせ て、 資料 は ダ ンボ ー ルに い っぱい、18kg

の重 さに な った。

　 これ らのJNNCと して の検 討 、意 見交換 は、

何 回 か の会 合 の ほか、 主 に メー リ ング リス ト

を使 っ て行 い、 世話 人が 中心 とな って レポ ー

ト作 成や 意 見調 整 を行 った。7月 の レポー ト

審 議iまでに 、45団 体 か ら100名 以 上が 参加 し、

活発 に活動 を進 め たの で、NGOレ ポー ト送付

の取 りま とめの 頃 は、連 日自宅 で深 夜 の作 業

注　数字は事項の時系列の順番を表す。

図1.「 女性 差 別撤 廃 条 約 とNGO」(JNNC編 、 明石書 店 、2003年)P44
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となった。

　 この ように7月 の29会 期 に向けて準備 を進

め、い よいよJNNCの メ ンバーが順次 ニュー

ヨー ク入 りした。JNNCの 独 自企画 としての

ランチ タイムブリーフィング〈図1一 ⑩ 〉は、

国連事務局 と直前 まで開催の交渉を して、 な

ん とか 日本 レポー ト審議の前 日の昼休みに実

現 した。22名 の委員(定 員23名 で欠員1名)

の うち11名 の委員の参加を得て、会場 では、

"条約 を噛み砕 こう"と い う趣 旨のCEDAW

せ んべいを委員 に配るなどの工夫 もし、委員

に 日本のNGOの 活動 を印象付 けた。

　 委員会のNGOブ リー フィング〈図1一 ⑪ 〉

は、29会 期 で審議 される8力 国を対象 として、

1週 目に審議 される3力 国 と2週 目に審議 さ

れる5力 国の2回 に分けて1時 間ずつ 開催 さ

れた。 この 日の対 象5力 国か らは、8つ の

NGOが 発言 したため、　JNNCに 割 り当て られ

た時間はわずかに10分 だった。 これに向けて、

JNNCで は、事前に各団体の意見 を調整 し、

10分 と20分 の2バ ー ジョンの発言 を準備 した。

総論では、主要なポイ ン トをまとめて述べ、

各論では、差別 と闘っている当事者か らの発

言 として、マ イノ リテ ィ女性(ア イヌの女性、

被差別部落の女性)、 雇用 にお ける性 差別裁

判の原告、婚外子差別裁判 の原告が直接意見

を述べた。

　 審議当 日く図1一 ⑩ 〉は、今 までの活動が

審議 にどのように反映 されるのか、NGOは 傍

聴席か ら審議を見守 った。5時 間半 にわた る

審議の発言 は、『国際女性』17号 にすべて掲

載 されているので参照 されたい。 日本語の通

訳があったが、訳が不完全 なところもあ り、

結局、 日本語 と英語 の録音 を聞 き取 りなが ら、

当時大学生の会員が原稿 にまとめた ものであ
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る。

　 審議 では、 まず、 日本政府 の首席代表、坂

東眞理子内閣府男女共 同参画局長(当 時)が 、

英語で30分 間の条約実施状況 の報告を し、そ

の後、委員か らの コメ ン ト・質問 と、政府代

表団か らの回答が続 く。委員 の発言の中には、

JNNCが 訴えた内容がか な り明確 に盛 り込 ま

れていた。

　 例 えば、マイノリティ女性 については、政

府 の報告ではまった く触 れ られていなかった

が、具体的にアイヌや部落の問題 を何人 もの

委員が指摘 し、多 くの委員が、雇用差別や婚

外子差別の問題を取 り上げた。

　 また、JNNCで 、国会議 員や都道府県知事

に よる女性差別発言事例 を集めて、英訳 した

資料 を事前 に委員 に配って訴えたところ、審

議の中で、委員から、この情報 に基づいた発

言や この資料か らの引用があった。例 えば、

条約第5条 関連の問題 として、 日本ではステ

レオタイプ(性 別 に基づ く固定化 された役割

分担意識)が 根強い ことが、何人 もの委員か

ら指摘 されたが、 カー ン委員が、「最近、 日本

の政治家の数名が女性 に対 して非常に皮肉な

発言 を した」と指摘 し(『 国際女性』17号150

ペー ジ)、 モルバイ委員は、「東京都知事が、

「女性 が生殖 能力 を失 って も生 きているって

のは無駄で罪 です』 とい う発言 をした と言い

ます」(い わゆる「ババ ア発言」)と 指摘 して、

政府 に緊急かつ真剣 な対応 策 を求 めた(「 国

際女性』17号157ペ ー ジ)。

　JNNCが 委員へのロビー活動 を効果的にする

ために、今回、工夫 をしたこ とのひ とつ とし

て、事前 にニュー ヨー ク入 りしたメ ンバーが

情報収集 して、委員会の座席表 と各委員のプ

ロフ ィールをまとめた資料 を作 ったことが挙
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げ られ る。委員は、それぞれのバ ックグラウ

ン ドがあ り、専 門分野や関心の高い問題領域

を持 っているので、その情報 をまとめた もの

である。名前、委員会での役職、出身国、使

用言語、職 業、関心事項が一覧になっていて、

会議場 でのロビーイングにふ さわ しい委員に

アプローチすることがで き、非常に有効だっ

た。

　JNNCは 活動 を進 める中で、審議の傍聴 に

出発す る直前、審議後の国連本部内で、帰 国

後、最終 コメ ン トが出た後な ど、何度か記者

会見を開いた。多 くの団体 が一体 となって、

メデ ィアへ働 きかけることによって、新 聞な

どで取 り上げ られ、条約に関す る動 きを社会

に広 くアピールすることがで きたことも重要

な点であ る。

　今回のJNNCで の経験 を通 して、 これまでの

ような単独の団体 での活動 と違い、それぞれ

異 なる関心事や意見 を持 った団体 を調整 して

まとめ る難 しさもあったが、同 じ目的で、 さ

まざまな得意分野や経験 を持 った団体 ・人材

が集 まったため、一団体 では決 してで きない

ような多様 な活動がで きたとい う点で、 ネッ

トワークの力を実感 した。 また、 さまざまな

人 と出会 うことがで き、貴重 な経験 であ った。

4.「 最終 コメン ト」、成果 ・動向 と今後の課

　題

　最終 コメン トは、8月8日 に国連のホーム

ページに掲載 された。肯定的な側面が6パ ラ

グラフ、勧告が22パ ラグラフに渡って示 され

た。JNNCの 訴 えた点が非常 に よく織 り込 ま

れ、ロビー活動の成果 を感 じた。勧告の主 な

領域 は、以下の とお り。

　① 間接差別、② ステ レオ タイプ、③DV、
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　 移住労働女性、"戦 時慰安婦"、 ④ 人身売買、

　 ⑤ マイノリティ女性、⑥意思決定に過程お

　 ける女性 の参画、⑦ 雇用差別、⑧民法上の

　 差別規定、婚外子差別、⑨ 人権擁護法案、

　 ⑩選択議定書の批准

　 次 回の 日本の レポー ト(2006年9月 までに

出 され ることになっている)に は、最終 コメ

ン トで出 された勧告に対す る取 り組み状況 を

含めて報告す ることになる。NGOは 、政府が

ここに挙 げ られた問題領域 に誠実に取 り組ん

で状況 を改善 させ るように監視する必要があ

る。特に、選択議定書 の早期批准 は大 きな課

題である。政府 は、選択議定書が規定す る個

人通報制度 と調査制度が、司法権の独立 との

関係で問題 となる可能性 があるという理 由で、

署名 ・批准に対 して消極的で、慎重 に検討す

べ きという見解 を出 しているが、 日本 レポー

ト審議の中で、多 くの委員が選択議定書が司

法権の独立を支 える ものだ とコメ ントしてい

ることに注 目すべ きである。

　2003年 の 日本 レポー ト審議 と最終 コメン ト

発表後の主な動向をい くつか紹介 したい。

　 まず、2003年12月24日 に、住友電工の男女

賃金差別訴訟の和解が成立 した。原告の方々

は、94年1月 の委員会の第2回 日本 レポー ト

審議の傍聴 に国連 に行 き、委員 に励 まされ、

条約の精神 を支えに、帰国後、裁判 を起 こし、

9年 間闘 って きた。2003年 の第3回 日本 レ

ポー ト審議の傍聴に も、JNNCの メンバ ーと

して参加 した。その和解調書 の冒頭 には、国

際社会において、国連 を中心 とした男女平等

の実現に向けた取 り組みの進展や、国際的潮

流 との連動、女性差別撤廃条約な どへの言及

があった。 これは、今回の 日本 レポー ト審議

や最終 コメン ト(ス テ レオ タイプ:パ ラグラ
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フ23・24、 雇用差別:パ ラグラフ33・34)を

受けた もので、条約が裁判の結果(判 決では

ないが)に 影響 を及ぼ した画期的なケースで

あ り、JNNCに 関わった もの と して、非常 に

嬉 しいニュースだった。

　 また、婚外子差別撤廃 を訴 えていた戸籍の

続柄差別記載訴訟 は、2004年3月 に東京地裁

判決が出て、プライバ シー侵害 とい う判断が

くだされた。 これ に対 して、原告は控訴 した

が、判決か ら一週間後 に、法務大臣が国会で

婚外子に対する差別記載 を撤廃 して、続柄の

統一 に向けて検討す ることを表明 し、検討が

進め られることになったの も、委員会での 日

本 レポー ト審議 をめ ぐるNGOの 活動の影響が

大 きい と考え られる。

　 また、政府の男女共同参画会議苦情処理 ・

監視専門調査会は、2004年7月28日 に、「国際

規範 ・基準 の国内への取 りいれ ・浸透 につい

て」を発表 し、ホームペー ジに掲載 した。 内

容 には、女性差別撤廃委員会か らの最終 コメ

ン トも取 り上げ られていて、この ように早期

に政府が委員会 の勧 告について検討 し公表す

るということはこれ までなかった ことであ り、

評価 したい。 これに先立って、2004年5月 に

は案が発表 され、意見募集があ り、JNNCと

して、国際女性の地位協会 として、 また、個

人 として も意見 を提 出 した。 これを受けて、

民間か らの意見が反映 されて改善 ・充実 した

部分 もあった。

5.条 約 を身近 に

最 後 に、筆 者 か らの メ ッセ ー ジ を以下 の よ

うに ま とめ た。

　 1)知 ろ う!＝ リー ガ ル リテ ラ シー を身 に

　 　つ け よ う!
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　 2)語 ろ う1=意 見 を表そ う!　 パブ コメ

　　 のすす め

　 3)行 動 しよう!=日 常生活の中で気づ い

　　 た ことか ら始め よう1

　 これ まで報告、紹介 してきた ように、国連

や 国会の議論や動向は、偉い専 門家の人たち

だけの ものではな く、私たちの生活に とって

も身近な問題だ とい うこ とを、私は今 回の経

験 か ら実感 した。今 はITの 時代 で、ホ ーム

ペー ジか ら色 んな情報が取 り出せ、シ ンポ ジ

ウムな どさまざまな催 しもの もある。学校 の

授業で勉強す る法律 は難 しく感 じた ものだが、

実は、法律 ・条約は、みんなが関心 を持って

知る ことが大切だ と感 じている。そ して、 自

分の意見や考 えを伝 える ことによって、物事

が動 いてい くこともある。最近は政府の さま

ざまな課題の検討過程がホームペ ージで発表

され、一般か らの意見募集(パ ブ リックコメ

ン ト=パ ブコメ)が あるので、そ うい う機会

にはぜひ意見 を出 してみるとよい。身近 な問

題意識か らひと りひとりが行動す ることで、

大 きな力 になることをお伝 え したい。

　 日本 レポー ト審議の中で、委員か ら日本の

男女共同参画の推進が遅い ことを指摘 された

ことに対 して、政府代表の坂東局長が実感を

込めて発言 していた。「日本は 日本 なのです。

コンセ ンサスを作 り上げなが ら、少 しずつ少

しずつ。 日本 の社会 はコンセ ンサスを得なけ

れば なか なか変わ りませ ん。」と。マス コ ミ

やNGOが 問題 として取 り上げて世論 を高めて

い くことが、社会を動かす力 になる。気がつ

いた ところか ら、一人一人が行動 してい くこ

とが大切 である。
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に とっての開発 の問題、あ るいは途上国の女

性の状況 を具体的 に実質的に改善する際の、

よりどころになる重要 な概念 として用い られ

るようになって きている。 これは、 どの よう

な歴史を踏 まえての ことなのだろうか。

　 女性 の地位 の向上 をめ ぐる動 きを国際的に

振 り返ろうとす る際、 国連が中心 となってつ

くりだ して きた流れが重要な役割 を果た して

きたことは疑いがない。 しか し、「女性 の地位

の向上」 は、国連が旗 を振 って実現 して きた

わけではない。国連が支援す る様々な会議 の

裏 には、各国 ・各地域での女性の動 きがあつ

た。政府 レベルではない草の根のNGO、 ある

いは普通の女性たちの声や動 きが反映 される

かたちで、国際的な支援がお こなわれて きた。

これは、女性 とい う分野に特徴的なことであ

る。女性 と並んで この ような分野を挙げる と

す る と、環境が あるだ ろう。女性NGO、 女

性 の市民の動 きと連動するかたちで、国際的

な支援がおこなわれてきているというのは非

常に重要な点である。

　 国際的な公的文書のなかで、 は じめて 「男

女 の平等」 が明記 された文章 は、1945年 の

「国連憲章」の前 文 と考 え られている。具体

的にどのような文言で明記 されたか と言 うと、

「男女の同権に関す る信念 を、あ らためて確

認 し」 というかたちで明記された。その後、

1948年 には、人権に関する もっとも基本的な

文書 と言 われている 「世界人権宣言」が採択

された。宣言採択の なかで、「人 とは誰のこ

とか」 にまつわる攻防が繰 り広げ られたこと

が明 らかになっている。最終的に前文のなか

では 「男女」、つ ま りmen　and　womenと いう

文言が採択 されたが、草案の段 階では、実は

everyone、 「すべ ての 人 々」 とい う言葉 に

なっていた。Everyoneと い う表現 では不十

分であるとい う議論がお こなわれ、men　and

womenと い う表現が採択 されたという歴史が

ある。

　 そ の後 、1975年 が 国際女性 年 とされた。

1945年 に国連憲章で男女の平等な権利が明記

され、「世界人権宣言」では男女の平等があら

ためて確認 されたけれども、現実 には、その
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理想がなかなか実現 していない とい うことを

反映 し、国際女性年が制定 され、その後の10

年間を国連女性 の10年 とするこ とが定められ

た。

　 それ以降、4回 にわた り世界女性会議が 開

催 され、2000年 には、北京+5と い うかたち

で国連特別総会が開かれた。政府 間会議 と並

行す るかたちでNGOフ ォー ラムが開催 されて

きているが、ナイロビのNGOフ ォーラムには、

日本の女性 もた くさん参加 した。半分揶揄 も

あったのではないか と思 うが、ナイロビの際

には、参加す るだけに留 まっていたとい う批

判 も、新聞などで報道 された りした。

　 これが10年 後の北京では、非常 に事情が変

わった。 日本の女性が グループで、あるいは

さまざまなネ ッ トワークを形 成 して、NGO

フォーラムで、 自分たちの主張 を繰 り広げ、

自分たちの状況を世界に訴えた。世界の女性

たち とのネ ットワー クを形成 しなが ら、状況

を変 えていこうとい う機運が高 まった大 きな

きっかけが、 この1995年 の北 京女性 会議iで

あった と思 う。

　1990年 代には、 カイロで国連人口会議がお

こなわれ、 ウィー ンでは世界人権会議が開催

された。環境 に関 しては、1992年 にリオデ

ジャネイロで環境サ ミッ トが開かれている。

この ように、1990年 代 にはさまざまな国際会

議が開かれたが、1990年 代の国際会議 と、そ

れ以前の国際会議 を比較する と、非常 に大 き

な違いがある。それは、 ジェ ンダーあるいは

女性 に関す る文言が、採択 され る文書の どこ

かに必ず盛 り込まれるようになって きた とい

うことである。1980年 代 までの国際会議で は、

女性会議であれば、女性、 ジェンダー とい う

文言 は入 っていたけれ ども、それ以外 の国際
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会議 では、なか なかジェンダーに対す る関心

や配慮 は、反映 されていなかったのが現実 だ

った。私は1990年 代の初期 に国連女性 開発基

金(United　 Nations　Development　 Fund　for

Women、 以下ユ ニフェム)の バ ンコク事務所

というところに勤務 していたのだが、当時の

大 きな課題は、女性 を議題に載せ る、putting

gender　on　agendaと いうことであ り、そのた

め に、ユニ フェムでは、様 々な取 り組み を進

めていた。

　 1990年 代の大 きな変化は、 ジェンダーは課

題に挙が るようにはなって きた ということで

ある。 どのような宣言に もジェンダー という

言葉 は入るようになって きた。女性の状況 に

関す る言葉が入るようになつて きた。それ は、

とて も大 きな変化である。

　 非常 に大 きな前進 を認識 しつつ、では、い

ま私たちが検証 しな くてはいけない問題 は何

か とい うと、女性への配慮、ジェンダーの認

識 の重要性 とい うものが理解 され る よ うに

なって きたが、それが 口約束 に留 まってはい

ないか とい う点である。文書の うえで認識 さ

れ、確認 されていることが、現実 に実行 に移

されているかどうか、そのことが、 これか ら

課題 としなければならない重要なポイン トの

ひ とつだ と思 っている。

　 それに対す る働 きかけとしては、ジェンダー

予算、Gender　 Budgetと い う取 り組みがある。

具体的に どうい うことか とい うと、政府が約

束 したこ とを実行 に移すために、ち ゃん と予

算措置を取 っているかを調べ、真剣 にジェ ン

ダーに対す る配慮 というものを考えているの

か、公約 を実行 に移す覚悟 はあるのか を検証

する という取 り組 みである。

　 これ に関 しては、 日本 の女性NGOも 各 省
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庁 に働 きかけ、 ジェンダー予算の検証 をお こ

なつている。す ると、厚生労働省か らは、年

金関連 の予算が ジェンダー予算 として提出 さ

れて くるそ うだ。厚生労働省の説明では、年

金の受給者のなか には女性 も含 まれているか

ら、 これはジェ ンダー予算だ ということにな

るそ うだが、で もそれは違 うだろう。女性 の

状況の改善 につ ながるようなか たちの予算か

どうかが重要 で、 どんな ものが ジェ ンダー予

算 なのか について省庁の理解 を促すことか ら

始めないといけない。 この ように、私たちが

監視 しなければいけないジェンダー関連の課

題 とい うのは、 日本で も非常 に大 きい。

　 女性への国際的な支援 を任務 とす る国連機

関には、女性の地位 向上局、ユニフェム、女

性調査訓練研究所がある。

　 女性の地位 向上局は、国連 の事務局のなか

に設置 されている機関で、1946年 に設置 され

た。1946年 の設置 ということか ら、 ご想像い

た だけ るか と思 うが、「国連憲章」の前 文で

明記 された男女の平等 な権利 を具体的に実行

に移すための機関である。略称はDAW(Division

for　the　Advancement　 of　Women)と い うのだが、

先ほ ど田中さんがご報告 された女性差別撤廃

条約の実施の推進や、女性差別撤廃委員会の

運営 といった業務 を担っている。

　ユニ フェムは、1976年 か ら1985年 の 「国連

女性の10年 」の際に、10年 間を限 りとして設

立 された 自発的な基金が前身 になっている機

関である。10年 が終 わった際に、残念 なが ら

課題は まだまだ多 いとい うことで、恒久的な

国連の専 門機関になった。途上国の女性への

支援 を任務 にしてい る。

　 さらに、女性調査訓練研究所(INSTRAW:

United　Nations　International　Research　 and
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Training　 Institute　for　the　Advancement　 of

Wbmen)と いう機 関がある。名前の とお り、

調査や訓練 を専 門にやっている。

　 これ らの国連機 関に よって、女性 に対 して、

どのような支援がお こなわれてきたのか、国

際社会に よる女性への支援 ということでは、

そのための充分 な資金が ない国 々への支援が

中心 とい うことになるので、今 日、お話 しす

るの は、開発途上国 と呼ばれる国々への支援

が 中心になる。

　1990年 ごろまでの時期 は、経済活動へ の効

果的 な参加 を促す ということが もっとも重視

されていた。その背景 には、発展 とか開発に

関す る考 え方 も色濃 く反映 されている。つ ま

り、1980年 代 の初期 のころ までは、経済成長

が実現す ることが、その国の開発、あるいは

発展の実現であると考 えられていた。開発あ

るいは発展の 目的 を一言で言い表すな ら、福

祉の実現、あるいは人 々の幸福 の実現 とい う

ことになると思 うが、経済成長が実現す るこ

とによって このことが達成で きると考えられ

ていた時代が長 くあった。 日本の政府 開発援

助 に関 しては、今で も、かな りこの立場 に立

脚 した援助方法が取 られている。

　1980年 前半 ごろ までのこの ような考え方を

反映 し、女性 に対す る支援 も、経済活動への

統合 ということが主 に考 え られていた。所得

創出プロジェク トと呼ばれ るプロジェク トが

典型的な例であ り、ユニフェム も初期 には、

こういうタイプのプロジェク トを熱心 に支援

していた。女性 に対 し、何か所得 を生 むよう

な技術や資機材を提供 して、生産品を販売す

ることによつて所得 を得 る。そのことによっ

て生活 を向上 させ るとい うアプローチであっ

た。
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　 しか し、次第に、 このアプローチに対する

反省が生 まれて きた。生産品は、市場 のニー

ズにあった ものなのか、市場が確保で きるタ

イプの商品なのか、 どれ くらいの収入が得 ら

れるのか といった点 に関する配慮が充分では

なかったという反省が、あちこちで起 こつて

くるようになった。

　 私がユニフェムにいた1990年 代の始 めは、

この タイプの プロジェク トの余波 というもの

が まだ残っていた時期 だった。私はバ ンコク

の事務所 で仕事 を していたのだが、上司が、

タイの南部でユニ フェムが支援 したプロジェ

ク トの評価に行 って、女性 グループ と話を し

た。 こういう活動 をして、1日 どれ くらいの

利益が上がるのか と訊いた ら、返ってきた答

えが、20バ ーツ、30バ ーツ とい う答 えだった。

20バ ーツ、30バ ーツ とい う金額は、お昼 ごは

ん1人 分 くらいの金額ではある。 だが、1日

働 いて、かな りの時間 と労力 を割 いて、それ

くらいの実入 りしか ない。それが女性 の生活

を向上 させると言えるのだろうか とい う反省

が次々に出てきた。

　 これは、今 に至 るまで、根本的 には改善 さ

れていない問題で もあるのだが、市場確保や、

どれ くらいの収入が得 られるのか とい うこと

に関 して厳 しい姿勢がない ことの背景 には、

女性の所得は副次的な ものでいい とい うよう

な意識や思い こみが色濃 く反映 していること

があると思 う。

　農村部の女性の生活 を見てみ ると、特によ

くわか るのだが、経済的な状況が厳 しい女性

たちほど、貨幣 とい うかたちでの収入の有無

にかかわ らず、1日 中、身を粉に して働 いて

いる。水 の確保、子 どもの世話、 自分たちの

家族が食べる食料の確保、そ うい うことのた
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めに休み な く働 いている。その人たちに、所

得創 出プロジェク トとい うのは、新 たな負担

を強いるような場合 もあつた。

　 そのような反省を踏 まえ、1990年 ごろ以降、

草 の根の女性が生活 を改善す るための活動 も

非常 に重要 かつ必要 だが、同時に、女性 が意

思決定 に参加す るこ とが重要であるとい う考

え方が主流 になってきた。草の根 の女性 の変

化が、マ クロレベ ル、地域 レベルの政策の変

化 によって、あっ とい う間に覆 されて しまう

こともあるか らだ。

　 ユ ニ フェムが支援 した イ ン ドの養 蚕 プ ロ

ジェク トで実際に起 こった例 である。養蚕プ

ロジェク ト自体 は非常 にうま くいっていた。

女性 グループ も力 をつ け、製品は市場で も高

く評価 され、販路 もどんどん拡大 していつた。

しか し、 イン ド政府 の輸入政策の変更 によつ

て突然、絹糸が非常 に安い価格で入 って きた。

海外か らの安 い絹糸に対抗せ ざるを得 ない状

況になって、プロジェク トは大 きな打撃 を受

けて しまった。 このような経験 か ら、女性 の

生活 に具体 的なかたちでイ ンパク トを与える

政策には、女性 の声が反映 されるような仕組

みを きちん と整えない と、女性 に とっての持

続 的な状況 の変化 とい うのは起 こらない とい

うこ とが認識 されるようになって きた。

　 さ らに、注 目され るようになって きた分野

としては、女性 に対する暴力の問題や統計整

備の問題があ る

　統計整備 とい うと、非常 に ドライで、私た

ちの生活 にはあま り関係 ない もの と思 われる

か もしれないが、問題のあ りか を明 らかにす

るための、 最初 の第1歩 にな る。私 がユ ニ

フェムにいた約10年 前 は、男女別の統計が整

備 されていない国が非常に多かった。識字率、
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あるいは平均余命、そ ういう指標が男女別 に

なつていない。 これが どのように問題か とい

うと、例 えば、国全体 の識字率が60パ ーセ ン

トだとして、男性の識字率だけを調べ てみる

と80パ ーセ ントだった とす る。男性 の識字率

が80パ ーセ ン トだとい うことは、おそ らく女

性の識字率は40パ ーセ ン トあた りになる。 こ

の ように、男女別で指標 を取 る と、見 えてい

なかった問題が明 らかになるこ とがある。識

字 に関 して、ジェンダーの問題があるのかな

いのか とい うことだ。男性 が80パ ーセ ン ト、

女性 が40パ ーセ ン トであれば、 この国には女

性 が学校に行 く機会が非常に限 られている と

い うことが推測で きる。 この ような数字が出

て くる原因を調べ、対処 を考 えなくてはいけ

ない とい うことになる。

　 また、1990年 代前半 には、1995年 の北京女

性会議 に向けての準備 も重要 な分野だった。

国連が開催す る国際会議では、各国政府はカ

ン トリー レポー トを提出す ることが求め られ

る。 このカ ン トリー レポー トを、いかに広範

な女性の声 を反映 した ものにするか とい うこ

とにユニフェムは力を注いでいた。カン トリー

レポー トその ものの作成過程 にNGOが 参加す

ることも重要だ し、実際の審議の場に行 って、

シャ ドウ レポー トを出 して、NGOが 声 を届

けるとい うことも重要だ。 カン トリー レポー

トによって、各 国の女性の状況の報告を受け

て、北京行動綱領や宣言文が、草案 ・採択 さ

れることになるので、政府がつ くるカントリー

レポー トが どれだけ現実の女性 の姿を反映 し

たものになつているか とい うのは、非常 に重

要 なポイン トであ る。

　女性差別撤廃条約 を、 とりわけ開発途上国

の女性が活用 して、 自分たちの状況を改善 し
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ようとす る動 きを後押 しす ることになった重

要な会議 としては、2つ の会議が挙げ られる

と思 う。

　 1つ は、1993年 にウィー ンで開かれた第2

回世界人権会議 である。 この場で、「女性の

権利 は人権 である」 とい うことが改めて国際

的に確認 された。 さ らに、 この会議の過程で、

人権 としての開発 とい う考 え方が広 く浸透 し

て くるようになった。その結果、開発途上国

の さまざまな状況 を改善す る際のアプローチ

として、人権、権利 をよりどころとす るアプ

ローチ、rights-based　 approachと 呼ばれるア

プローチが浸透 して きた。

　 ウ ィー ンの人権会議 では、人権の普遍性 に

関 して、アジアのい くつかの国と、欧米の国

が激 しくや りあった。つ ま り、 アジアにはア

ジアの人権があるとい う言い方で、マ レーシ

アや中国が人権の普遍性 に対 して疑問 を投げ

かけた。 あとで も少 し触れるが、こうした人

権の普遍性 を疑問視す る考え方は、女性の権

利の実現 とい う意味で、非常 に重大 な影響が

ある。人権の普遍性 とい うものを確認す るこ

とが非常 に重要である。

　 もう1つ の会議iは、1995年 の第4回 世界女

性会議 であ る。 この世界女性会議 で採択 され

た北京行動綱領の12の 重大問題領域のなかに、

人権 や女性 に対す る暴 力が含 まれ るこ とに

なった。

　世界女性会議で、女性 に対する暴力や人権

が盛 り込 まれた背景 には、1992年 か ら1993年

にかけて、ボスニア ・ヘルッェゴビナにおい

て、民族浄化 とい う名の もとにお こなわれた

集団 レイプが世界に与えた衝撃 とい うものが

あつたと思 う。 また、当時、ボスニア ・ヘル

ツェゴ ビナ での集団 レイ プほ ど報 道 され な
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か ったが、1994年 にルワ ンダで起 きた、 フッ

とツチのあいだの大規模 な殺鐵のなかで も、

レイプが敵の集団に対す る攻撃の武器 として

用い られたことが、明 らかになって きている。

女性 に対する暴力は、女性の心 と身体 に残酷

な傷 を残す し、生存 を脅かす こともある。そ

の後の生活に甚大 な影響 を与えるこうした被

害 を、人権の問題 として位置づけた。 日本が

関係す る従軍慰安婦の問題 なども影響 を与え

た。

　 こうい う重要な会議のなかか ら、権利 を、

女性 の状況の具体的な改善 を目指す運動や取

り組みのなかで、 よ りどころに しようとい う

動 きが高 まつて くるようになった。 その際の

権利 の核 として用い られる ようになつて きて

いるのが、女性差別撤廃条約である。 これは、

それに先立つ10年 、20年 の時期 を考 えると、

本当に大 きな変化である。特 に開発途上国の

女性の状況の改善を 目指 した取 り組みのなか

では、権利 とい う言葉 を用 いた り、条約 を後

ろ盾にす るとい うことは、それまでほ とん ど

おこなわれることが なかった。権利 というも

のが、教育 レベルがある程度達成 された国で

しか理解で きないと思 われていた事情 もあっ

たのか もしれない し、条約の具体的な効力に

ついて も、 なかなか認識 されることが なかっ

たということが背景にあるのか もしれない。

さらに、国際的なネッ トワークや国際的な場

でのプ レッシャー を活用 して、具体 的な状況

を改善 する とい うアプ ローチ も育 つてい な

かったのか もしれない。

　条約 を活用 して、現実に 自分たちの状況 を

変えようとする女性 たちの動 きが、世界のあ

ちこちで生 まれて きている。それを少 しご紹

介 したい。
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　 まず、ネパールだが、ネパールでは 「相続

法」の なかで、男性 には出生 と同時 に財産権

を与 えるということが規定 されているのだが、

女性の場合 には、未婚の まま35歳 を迎 えた場

合 にのみ財産を与 えることが規定 されていた。

しか も、その後、結婚 した場合 には、財産 を

返還 しなければならなかった。

　 これに対 して、 ドゥンガナとい う女性 が、

1993年 に、 この法律 の撤廃 を求める申 し立 て

をおこなった。そこで、最高裁は、1年 以 内

に この法律の撤廃 を審議す る法案 を国会に上

程 しなさい と政府 に指示 した。 しか し、政府

は何の行動 もとらなかつた。

　 これに対 して、女性 団体が、女性差別撤廃

条約違反である として、農村部 での現状調査

を含めて非常に活発な活動 を展 開 した。同 じ

ヒンズー文化圏の イン ドか ら女性法律家 を招

いて勉 強会 を開いた りして、 さまざまな運動

を繰 り広 げた。

　 こういう場合 によくあ ることなのだが、非

常に激 しい批判 も起 きた。 たとえば、西洋の

フェ ミニス トに影響 された都市部の一部の女

性 の運動だ と批判 される。そのなかで、農村

部での現状調査 をした り、農村 部の女性 の意

識調査 をす る。そ うして、状況をだんだん変

化 させていった。 メデ ィア向けキャ ンペー ン

も熱心にお こなった。デモ をするなかで著名

な女性 弁護士が逮捕 された りという様々な紆

余 曲折 があった後、2000年 に法案が上程 され

て、2002年 の9月 に 「改正法」が成立 した。

「改正法」 もまだ充分 なもので はない と言わ

れているが、大 きな変化が起 きたことは確 か

である。

　 次に紹介するのはザ ンビアの事例 だが、女

性 は男性同伴の場合のみホテルに立 ち入 りが
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認め られる とい う決 ま りが ある高級ホテルが

あった。これ に対 して、 ロングウェとい う女

性が異議申 し立てを した。 オ ンブズマ ンとい

う制度 を活用 して、ホテル協会に指導を して

もらうのだが、 まった く効果がないので、憲

法違反 と女性差別撤廃条約違反 として提訴 し

た。いろいろな運動が功 を奏 して、高裁 は彼

女の言い分 を認 めた。

　 次の事例は ジンバブエである。18歳 になれ

ば、男女両方が成人 として、あ らゆる法的権

利 を保障 される とい う法律があった。 この法

律 につ いては、1998年 の女性差別撤廃委員会

で、 ジンバブエの政府代表が、自分 たちの国

の誇 らしい制度だ と語 った。そのたった2週

間後に、 この法律案の見直 しが国会 に提 出 さ

れて、法律が廃止 されそ うになるという事態

が起 こった。

　 この場 でがんばったのは、やは りNGOで あ

る。女性 差別撤廃委員会に出席 して、先 ほ ど

の田中 さんのような活動 を展 開 していたNGO

が、「女性差別撤廃委員会の場で 自分たちの

成果 だとして誇 らしげに語っていた法律 を、

政府 は2週 間後に撤回 しようとしている」 と

して、活発 なロビー活動 を展開 した。結果的

に活動が功 を奏 して、見直 し案は撤回 された。

　 また、セネガルでは、女性 グループが、女

性差別撤廃条約 の内容 を伝 える研修キ ッ トを

作成 している。特 に農村部の、女性 の識字率

がかな り低 い場所では、女性差別撤廃条約の

中身を伝 える際 にも、 いろいろな工夫が必要

になる。絵 で伝 えた り、劇で伝 えた り、様 々

な方法で、女性差別撤廃条約 の中身を女性 に

理解 して もらう取 り組みがおこなわれている。

セネガルの研修キ ッ トのなかで扱 われている

問題 の一つ に、女性性器切除の問題がある。
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これ を、女性差別撤廃条約に違反す る人権侵

害の問題 として扱った。そ して、地域 の有力

者、女性、男性、子 ども、宗教指導者の人た

ちを巻 き込んで、研修キ ッ トの内容 を伝 える

とい う取 り組み をおこなった。

　 女性性器切除は、 アフリカのい くつかの地

域で、今で も広範にお こなわれてい る慣習で

あ る。性器 の一部を縫い合 わせ る、あるいは

一部を完全 に切除 して しまうということを
、

場合 によっては3歳 、5歳 くらいの女の子に

お こなう。女性 に とって非常に苦痛で、生涯

にわたる健康上の問題になった り、場合によっ

ては死 に至 ることもある慣習である。だが、

その地域 で暮 らす女性 にとっては通過儀礼の

1つ になっていることもあ り、性器切除をお

こなっていない女性は、村 の他の人たちから

村八分の対象になることもある。村の一員と

して生活 してい くために、女性性器切除をお

こなうことを、男性 だけではな くて女性 も支

持す る文化 というか伝統があるわけで、この

ような文化や慣習 を変 えることは非常に困難

なことで もある。

　セネガルの女性 グループは、 どの ような害

があるか とい うことを具体的 に知 らせ ること

をおこなった。そ して、他の方法で通過儀礼

をおこなえないか と働 きかけた。女性性器切

除が原因 となって起 こる妊産婦 の死亡 を、 ど

れだけ減 らせ るのか といった効果 を説明する

ことによって、女性性器切除の廃止 と取 り組

み、それがある程度効果 を上げてきてい ると

い う事例が、セネガルか らは報告 されている。

ここで も、 セネガルが、国際的に約束 してい

る女性 差別撤廃条約の内容 を活用するかたち

で、取 り組みがお こなわれている。

　 日本で も、非常 に効果 を上げた例 として、
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住友電工裁判がある。さらに、マイノリテ ィー

女性の方たちのはた らきか けも効果 を上 げて

いる。反差別国際運動 とい うNGOの 方たちが、

実際にニューヨークに行かれて 自分たちの状

況 を訴え られた結果、次回はマイノリティー

女性の状況を きちん と反映 した レポー トを作

成する ように とい う勧 告が委員会か ら日本政

府 に対 しておこなわれた。

　人権 をよ りどころとす るアプローチが広が

るなかで、国際機関 もこう した取 り組み に対

す る支援 を拡大 して きている。ユニフェムの

ような国連機関 も、最近は人権 ・権利の実現

とい うことを明確 に重点課題に掲 げ、具体的

な活動 として、女性差別撤廃条約 の内容をわ

か りやす く伝えるための リーフレッ トの作成

や、国内での条約の実施 を促進す るための研

修を支援 している。 さらに、途上 国のNGOが 、

ニュー ヨークまで行 って、女性差別撤廃委員

会の審議 に参加 した り、委員 に対 して ロビー

活動 をす ることも支援 している。

　「今後の展開に向けて」 ということだが、広

い観点 か らとらえる と、 「人権概念 の開発分

野の浸透」 とい う文脈のなかで、人権 をよ り

どころ とするアプローチが採用 され、その際

の権利 の核 として女性差別撤廃条約が活用 さ

れるようになって きてい ると思 う。「持続可

能な人間開発」 という最近の開発の分野にお

ける主要 目標が、基本的人権 の一環 と理解 さ

れるようになって きていることが背景にある。

ただ、そ ういう認識 と取 り組 みが広が りつつ

ある一方で、それに逆行す る動 きがあること

も指摘 しておかなければならない。

　そのなかで、女性 に深 く関連す る分野 とし

ては、水の確保が挙げ られ る。国連では、水

の確保は人権の問題だと認識 されるようになっ
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て きているが、2003年3月 に、 ここ京都でお

こなわれた世界水 フォー ラムでは、この考 え

方は採択 されていない。水 は、ニーズで はあ

るけれ ども、権利ではない とされている。

　 世界水 フォーラムは、水 に関 しては、大変

影響力のある場だが、 ここが進めている重要

なアプローチ は水 の民営化 とい うこ とだ。 こ

れは、女性 の生活に とって非常に重大な意味

を持 っている。水 の確保 は、途上 国では女性

の仕事 とされている場合が非常 に多いのだが、

民営化のなかで、プリペイ ドカー ドなどの導

入 によって、お金が ない と水 が得 られない と

い うことが起 こっている。蛇 口か らは水が 出

てこな くなって、川や池 に行 って水 をくんで

くるというような状況 になってい ることが報

告 されている。基本的人権 の一部 として考え

られる水の確保が水 の民営化への動 きの なか

で、 ます ます困難 になって きている。

　 条約 を用いた権利 をよ りどころにす るアプ

ローチは、伝統や文化 を理 由 とした抵抗 に立

ち向かえる可能性 を秘めたツール として捉 え

られる と思 う。伝統や文化 は、女性の異議申

し立てを受け入れた くない際 に、 よく持ち出

される理由である。 ここにはここの文化があ

る、 ここにはここの伝統があ るか らな じまな

い ということだ。その際に、国際的な約束 ご

とである条約 は、 日本 という国は国際的な場

でこうい う条約に加入 して、 こういうことを

実施す ると宣言 している とい う力強いバ ック

ア ップになる。政府 も、国内的には伝統 とか

文化 を理 由にして切 り抜 けたい ような場合 も、

国際的なプ レッシャーを受けた り、国際的 な

場 で明確 な答 え を求め られ る と、筋 が通 っ

た答えを出さざるを得 ないということも起 こっ

て くる。伝統文化 については、誰が どの よう
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な場で、伝統文化 を語 つているのか というこ

とが重要 なポイ ン トだ。問題になっている伝

統、文化 を変 えた くない人た ちは、「伝統、

文化は大切だ」 と言 うだろう。

　 また、法的な平等に留 まらず、実質的 な平

等 を目指す運動のなかで積極 的に活用 される

可能性 も指摘 してお きたい。条約の存在が、

自動的 に権利 を実現す ることにはな らないが、

女性か らの申 し立てが正当な もの として受 け

入れ られる際の重要 な後ろ盾 になる。先ほど

の伝統文化 とい うこ とともか らむが、沖縄で

の女性 に対す る平等 な財産権 を求めた裁判で

も、憲法違反は認めているのに、公序良俗 と

い うことが理由になって男女差別が まか りと

おっている。 この ような男女差別 も、国際的

な約束を後 ろ盾 にす ることによつて変えてい

ける可能性がある。

　国際的なネッ トワークの活用 や、国際的 な

ネ ッ トワー クか らの励 ましが、 どれ くらい大

きなものか とい うことについては、住友電工

の原告の方たち もおっ しゃっている。原告の
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方たちにとって、女性 差別撤廃委員の方か ら

「あなたたちが受けている扱いは、間接差別と

言 うんです よ」 と言われた り、あるいは、「あ

なたたちががんばることが、ほかの女性 を励

ます ことにな ります」 と言われた りしたこと

が大 きな励みになった。 イン ドの女性差別撤

廃委員の方 は、イ ンドの状況 に関 して原告の

方が言った 「あなたたちに比べれば、 自分た

ちの差別 はささいなことか も」 とい う言葉に

対 し、「同 じ人権の問題です」 と答え られた。

その言葉 に、彼女は非常 に励 まされることに

なった。 ご自身のがんば りが、 またイン ドの

女性の力 にもなるということを感 じられたの

で はないだろ うか。

　「権利を よりどころにす るアプローチ」 は、

日本の女性の状況をおおいに改善する動 きに

つながっている。条約 を活用する世界の女性

たち と国際的なネッ トワークを結び、 日本の

女性 も、女性差別撤廃条約 をもっ と学 び活用

するこ とに より状況 を改善 してい くことがで

きる と思 う。


